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制度的環境がスポンサーシップ関係に与える影響 
-日本的事例の分析- 

 

                                                  中村 英仁 一橋大学大学院商学研究科講師 

 

１．問題意識 
スポーツ・スポンサーシップ研究ではこれまで、

スポンサー投資の便益を高めるには組織にはどの

ような利害関心があり、それに基づくとどのよう

なマネジメントが必要か、という研究が主流であ

った。スポンサーシップの定義に関してもっとも

広く共有されているのは、スポンサーシップが、

（１）スポンサーされる側が金銭を受け取る一方、

スポンサーはスポンサーした活動と自社を結びつ

ける権利を獲得するという、スポンサーとスポン

サーされる側との間でとり行われる交換であり、

（２）スポンサーのマーケティング活動の一環で

ある、という経済的利害関心を前提としたもので

ある（Cornwell and Meignan, 1998）。しかし、

こうした前提に基づくスポンサーシップ研究は、

スポンサーシップ関係の実態をとらえるうえで、

限定的な見方しかしていない。ここで限定的とい

うのは、分析単位を組織というミクロレベルに絞

っているということを意味している。 
筆者は、スポンサーシップ関係の構築・維持に

ついては、ミクロレベルの要因が確かに一定程度

重要であるものの、それだけでは説明できないの

ではないか、と考えている。実際、一部の例外的

な研究では例えば、男性スポーツしかスポンサー

の対象にしないというジェンダー観や、同じ地域

の別企業のスポンサーシップ契約を模倣的に促す

企業間競争心の存在など、組織の置かれた文脈―

メゾレベルの組織外的要因―がスポンサーシップ

契約意思決定に重要だと指摘している（Bertlett 
and Slack, 1999; Shaw and Smith, 2001; 
Cousens et al., 2006）。元来、メゾ要因が組織の

意思決定に与える影響に着目したのは、社会学の

新制 度主義と いう立場である（ Powell and 
DiMaggio, 1991）。この立場では、ある環境下に

は「○○することは当然だ」と人々に受け入れさ

せる文化・制度的利害関心があり、その影響（圧

力）により組織の意思決定が行われると考える。

既存研究の一部が例外的にこの立場を踏まえてい

るだけであり、メゾ要因の分析が研究の中心的テ

ーマとして議論されることはあまりなかった。 
そこで本稿では、この学術的空白を埋めること

を目指し、どのような分析枠組みに基づいてどの

ように研究していけばよいのかについて検討する。

また事例として、スポンサーシップ契約にかかる

関係性、とくに契約の維持期間の長さに対して組

織の外的要因がどの程度影響するのかを、J リー

グの胸スポンサーの長期的契約という日本特殊的

な事例を扱えばよいのではないか、ということを

議論する。詳細は後述するが、J1 リーグの胸スポ

ンサーの平均契約年数は、イギリスプレミアリー

グの約 2.5 倍である。その理由として、これら契

約期間の長い J1 クラブが、もともとスポンサー

企業が長年にわたって所有した企業スポーツだっ

た、という歴史的・文化的背景がある。当該背景

は、他国では例のみない日本特殊的事情であり、

文化・制度的圧力の影響の大きさを予想させる。 
本論文の構成は以下の通りである。まず、スポ

ーツマネジメント研究におけるスポーツ・スポン

サーシップ研究をレビューする。レビューの結果、

企業のスポンサーシップ動機に関して、業界や文

化圏といった組織が生息するメゾレベルでの研究

が進んでいないことを指摘する。次に、こうした

問題を克服するためにどのような分析枠組みが有

効かを、経済社会学の理論を応用しつつ検討する。

最後に、こうした分析枠組みを基にして、J リー

グの事例を分析すること、またその分析がどのよ

うに既存研究に貢献するのか、検討する。 
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２．既存研究のレビュー 
スポンサーシップ研究では、スポンサー側の経

済的動機が何か、スポンサーの経済的効果とは何

かといった、いかにしてスポンサーの経済的便益

を最大化できるかに関する問題が基本的には検討

さ れ て き た （ Cornwell and Meignan, 1998: 
Walliser, 2003）。一方、スポンサーシップの動機

は、なにも経済的なものに限られないという認識

も、スポーツマネジメント研究者の間で浸透して

きている。経営者の個人的関心、フィランソロピ

ーや CSR といった目的でスポンサーシップする

ということも、スポンサー企業における戦略の現

実的選択肢の一つであるということで、スポンサ

ーシップ研究として扱われている（Martines et 
al., 2014: Demir and Soderman, 2015）。 

またネットワークや社会関係資本といった、組

織間の関係性資源（relational resource）を獲得

したいというスポンサー企業の動機も、これ自体

がすぐに経済的成果に結びつくものではない中、

一種の社会的便益としてスポンサーの動機として

研究に含められるようになってきた（Cobbs, 
2011: Ryan and Fahy, 2012: Johnston and 
Paulsen, 2014）1)。さらに、スポンサーシップ意

思決定がスポンサー企業の組織文化とのフィット

の影響を受けるという指摘もなされている

（Vance et al., 2016）。これらの多様性を踏まえ

Demir and Soderman（2015）は、スポーツ・ス

ポンサーシップが①目的、②必要な活動及び資源、

③ゴールという 3 つの観点から分類できることを

議論している。詳細は割愛するが、その 3 つの観

点に従って分類すれば既存研究を、①コーズ

（Cause）、②ロイヤルティ（Loyalty）、③専有可

能 性 （ Appropriability ）、 ④ 価 値 差 別 化

（Value-differencial）、⑤ヒューリスティクスベ

ース（Heuristics-based）、アソシエーショナル

（Associational）という 6 つのタイプに分けられ

ると彼らは議論している。 
しかし、これまでのスポンサーシップ研究は、

スポンサーシップ契約関係の成立において、スポ

ンサー企業内部で形成された個人および組織的動

機を、分析の中心に置きすぎてきた傾向がある。

たしかに一部の例外的な研究では、組織の置かれ

た文脈がスポンサーシップ意思決定に影響するこ

とを指摘している。たとえば Bertlett and Slack
（1999）は、カナダの 28 企業に対するインタビ

ュー調査から、ある企業のスポンサーシップ意思

決定が、同じ地域に属する他企業の行動を模倣し

ようという動機に基づいていたことを明らかにし

た。また Shaw and Smith（2001）は、スポンサ

ーが男性スポーツをスポンサーするが、女性スポ

ーツは支援しない理由に関して、メディア露出度

や担当者の価値観に加え、他企業からの模倣的圧

力に起因することを明らかにした。さらに、こう

した文脈の重要性を組織内部の要因とともに、

Cousens et al.（2006）が理論的に整理した。し

かしこれらの研究も、こうした文脈はあくまでス

ポンサーシップ関係を形作る要素の一部としてし

か扱ってこなかった。 
以上をまとめると次のようになる。スポーツマ

ネジメント研究では、企業からいかに多くの資源

を獲得するかに関して、主にスポンサーシップと

いう観点から研究を積み重ねてきた。具体的には、

企業の利害関心にはどのようなものがあるか、実

際スポーツはどのような便益を提供できるかにつ

いて探究してきた。特に、企業の利害関心に関し

て、企業は単に経済的便益だけでなく社会・心理

的便益にも関心があるので、それらがどのような

ものかも探究してきた。しかし既存研究のほとん

どは一部の例外を除いて、この利害関心について

個人や組織内部で形成された、ミクロ要因しか扱

ってこなかった。一部の例外的な研究では、例え

ば業界や地域の文化といった、組織の置かれた文

脈、すなわちメゾ要因に影響された利害関心がス

ポンサーシップの意思決定に重要であることを指

摘している。しかしそれらの研究であっても、そ

うしたメゾ要因を正面から扱ってきたわけではな

かった。 
 
３．分析枠組みの検討 

たしかに、組織内部で形成される動機、すなわ
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ちミクロ要因が個々のスポンサーシップ契約関係

に大きな影響を与えていることに異論はない。し

かし、組織の置かれた文脈に広く存在する価値体

系が企業とスポーツとの経済関係の在り方に与え

る影響が無視できるほどに小さいかといえば、そ

れに筆者は納得することができない。とくに、契

約を複数年にわたって維持するという、スポンサ

ーする側／される側の間の関係性を考える場合に

は、その地域や産業に独自の文化や制度といった、

メゾ要因の影響が大きく影響する可能性がある。

たとえば、日本の商慣行には系列取引のような独

自の特徴が存在することが一般的にも知られてい

るが、そうした独自性はスポーツと企業との経済

的関係にも表れてくるはずである。 
そこでここでは、組織の置かれた文脈に存在す

る価値体系が組織行動に与える影響に関する既存

研究をレビューする。具体的には経済社会学的な

視点を用いる。経済社会学とは、経済行為が単に

経済的要因だけではなく社会的要因の影響も受け

て成立していると考えるため、筆者の問題関心に

沿う分析枠組みである。本節では、まず経済社会

学の概要に触れつつ経済社会学を分析枠組みとし

て設定する妥当性について説明する。次に、経済

社会学の中でも新制度主義のアプローチについて

触れ、それが組織の置かれた環境に含まれる意味

システムを中心に扱っていることを説明する。 
経済社会学とは、経済行為の社会的側面につい

て分析する視点である。一般に、経済行為を説明

する主要な社会科学の領域は経済学であろう。経

済学では経済行為は、行為主体に備わる効用関数

または利潤関数に基づいて、便益を最大化する行

為と考えられている。このモデルでは、経済行為

は社会から切り離されており、主体がもつ利害関

心は所与であると考えている。一方経済社会学で

は経済行為は社会から切り離されていないと考え

る。具体的には 3 つの基本原理を保有している：

①経済行為は社会行為の一形態である、②経済行

為は社会的に位置づけられる、あるいは埋め込ま

れている、③経済制度は社会的に構成されたもの

である（Granovetter and Swedberg, 2001）。こ

うした原理からすると、スポーツと経済との間で

結ばれる経済的な取引は、単に経済的な便益を交

換しているだけでなく、社会行為として、社会に

埋め込まれているといえる。また制度化された取

引は、社会的に構成されたものであると考えるこ

とができる。 
こうした社会的要因が経済行為に与える影響を

分析するアプローチの中でも、特に新制度主義

（new institutionalism）は、組織行動に影響す

る社会的・文化的環境を重視しており、筆者の問

題関心とフィットしている。新制度主義とは、組

織が生息する環境において、組織の効率性や効果

性を評価する技術的環境だけでなく、ルールや遵

守事項の遵守を評価される制度的環境が重要であ

ると考える見方である（Powell and DiMaggio, 
1991）。この見方によれば、制度的環境において

は、価値体系へ同調し正当性を獲得することが組

織の生存にとっては重要となる。また、この見方

の多くは社会構成主義と言われる、経済関係の多

義的解釈を可能にするものであり、筆者の問題関

心の解決に役立つ。この見方は、スポーツマネジ

メント研究もしばしば採用される分析手法であり、

上述の研究に加え、いくつもの研究で制度的環境

からの影響にスポーツ組織が向き合いつつ行動し

てきたかが描かれてきた（e.g. OBrien and Slack, 
2004: Skirstad & Chelledurai, 2011: Nite et al., 
2013）。したがって、この制度理論に基づいて、

技術的環境に加えて、日本のスポーツ組織が直面

する制度的環境の下、スポーツ組織が向き合って

きたのかを分析していくのがいいと考えられる。 
以上の検討結果をまとめると次のようになる。

スポーツと企業との間に交換関係が成立している

のは、組織に内的に生成された経済・社会・心理

的な利害関心の影響のみではない。組織は環境の

下で生息している。その環境には、ものごとのあ

り方に関して適切や自明と人々に認識させる価値

体系が浸透しており、組織の行動に影響するので

ある。こうした見方を基にして、どのようにスポ

ーツと経済との関係が構築されているのかを分析 
することで、既存研究が抱えていた問題を克服す 
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ることができると考える。しかし、こうした枠組

みに従って実際にスポンサーシップをはじめとす

る企業とスポーツとの経済的関係を分析した研究

はまだなく、研究の価値があると考えられる。 
 
４．実証研究の可能性（まとめにかえて） 

既存研究のほとんどは、この利害関心について

個人や組織内部で形成された範囲のものしか扱っ

ておらず、例えば業界や地域の文化といった、組

織の置かれた文脈に影響された利害関心を扱い、

それによってスポーツが企業から獲得できる資源

がどのように規定されるのかというような形の議

論はしてこなかった。本節では、こうした既存研

究の問題が日本の事例を分析する際にどのような

限界を有しているか指摘する。それは裏を返せば、

それらの事例を対象に上述の枠組みで分析するこ

とで、既存研究の問題が克服できるということで

ある。本節の最後では、こうした研究がどのよう

な意義を有するのかについて議論する。 
既存研究のかかえる問題が顕在化する事例とし

てここでは 2 つを指摘する。第一が、プロスポー

ツに対するスポンサーシップの日本的慣行を分析

する場合である。プロ化や地域クラブ化が進んだ

スポーツにおいて、メインスポンサーがある企業

に慣行的に固定化されていることが少なくない。

例えばサッカーの場合、筆者の調査によれば、プ

レミアリーグの胸スポンサーの平均契約期間が約

4.1 年である一方、J1 胸スポンサーのは約 10.4
年である（表 1）。 

 
表 1．胸スポンサーの契約期間の日英比較 

 

（出典）：各種ウェブサイト2)を基に筆者作成。データの制約上、2016 年のトップディ 
ビジョン（プレミア、J1）に所属のクラブのみを対象。2016 年に胸スポンサー 
だった企業が何年前から契約したかを調査。 

 
 

クラブ 契約期間（年） クラブ 契約期間（年）
Everton 12 ガンバ大阪 25

Arsenal 11 柏レイソル 25

Manchester City 8 横浜F・マリノス 24

Leicester City 7 川崎フロンターレ 20

Liverpool 7 名古屋グランパス 16

Middlesbrough 6 ヴィッセル神戸 13

Stoke City 5 ベガルタ仙台 13

Watford 4 サガン鳥栖 9

Manchester United 3 ヴァンフォーレ甲府 8

Tottenham Hotspur 3 ジュビロ磐田 8

AFC Bournemouth 2 FC東京 7

Chelseaa 2 鹿島アントラーズ 6

Crystal Palace 2 サンフレッチェ広島 5

Sunderland 2 浦和レッズ 4

West Ham United 2 アビスパ福岡 2

Burnley 1 アルビレックス新潟 1

Hull City 1 湘南ベルマーレ 1

Southampton 1 大宮アルディージャ 1

Swansea City 1

West Bromwich Albion 1

平均契約年数 4.1 10.4
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複数年契約の解釈に関して、既存研究では、スポ

ンサー組織内部で形成された利害関心に基づいて、

複数年にわたってスポンサーが動機づけられたと

考えるであろう。しかし、日本のスポンサーシッ

プ契約期間が長いのは、胸スポンサーがもともと、

当該クラブが企業スポーツ時代に所属していた企

業であるとか地域密着企業であるとか、クラブと

スポンサーの間の、単なる経済的関係を超えた関

係性も影響していると考えられる3)。これらのス

ポンサー企業は、長い歴史とともにサッカーと関

係を作ってきた。このような歴史的な事実を既存

研究は見逃してしまう。 
また、企業スポーツの事例を分析する際にも、

既存研究の問題は顕在化する。日本にはスポーツ

を支援しつつ、それを従業員へのレジャー等とし

て活用するという、企業スポーツがある。これは

経済的便益を求めるスポンサーシップとは違うけ

れども、スポーツと企業との間に結ばれる交換関

係であり、戦前から存在する伝統的システムであ

る。一種の社会的便益を求めるスポンサーシップ

と考えてよいだろう4)。この企業スポーツという

関係性は大変複雑で、一度関係を結んだら文化的

な背景もあって簡単には解消できないようなもの

である。1980 年代以降、企業スポーツは、活動基

盤となった日本的経営の崩壊とプロ化という大き

な変化を経験した。この変化を受けて、スポーツ

へのスポンサーシップマネーの流入が大きくなっ

た。その変化のなかでは、企業スポーツはもはや

時代遅れであり、無駄におもえた。確かに、上述

のサッカーを始め、バレーやバスケなどいくつか

のスポーツでプロ化や地域クラブ化が進み、多く

の企業がスポーツ保有から撤退し、スポンサーシ

ップという関係を模索した。しかしその一方で、

企業によっては、スポーツとビジネスとの関係と

しては、企業スポーツが望ましいと考え、まだ企

業スポーツにこだわっているところもある。その

ような企業は、スポンサーシップとは違う、かつ

これまでとは異なる新しいやり方で、企業スポー

ツの関係性を守っているところもあるが、伝統に

こだわっているところもある。こうした伝統的側

面について、すでに見たように、既存のスポンサ

ーシップ研究は説明の枠組みを有していない。 
こうした問題を解決するために、企業とスポー

ツとの経済的関係の形成に、組織内部の要因だけ

でなく歴史や文化などの社会的要因の影響がいか

に重大なのか、という理論的問題を、日本で見ら

れるスポンサーシップ契約実態を分析することで

明らかにするという研究をすることが有効だろう

と筆者は考える。具体的には、現象レベルで次の

2 つの問いを検討していく：①なぜ、プロスポー

ツにおいて、企業スポーツから脱したにもかかわ

らず、一企業との関係が固定化され続けるのか、

②プロ化など業界にわたる大きな変化の中で、ま

だいくつかの企業は、なぜ企業スポーツにこだわ

っているのだろうか。1990 年に入り、企業スポー

ツが危機的状況に陥るなか、企業との関係に関し

て、スポーツは企業に止まり続けるか、プロ化（ま

たは地域クラブ化）を選択していた。こうした社

会的流れのなかで、プロスポーツのスポンサー関

係性、および企業スポーツの関係性がどのように

構築されたのかを見ていくのである。 
この研究で展開される議論は、実際にスポーツ

と企業との間に経済的関係が作られるのは、必ず

しも、組織内部で形成された利害関心だけでは説

明できない、というものである。この議論がもた

らす理論的貢献は、以下の 2 つであると考える。

第一に、スポーツとビジネスの間の関係性の土台

として、文化や歴史といった文脈の重要性を浮か

び上がらせることである。欧米の文脈を前提とし

た理論は日本のスポーツビジネスの現状を説明す

る上では限界があった。そこで、本研究において

日本のスポーツビジネスの土台の性質を明らかに

することで、独自の文化を持つ社会におけるスポ

ーツと企業の関係を考える限界、注意点について

考えるという道が開けるようになる。第二に、そ

の土台の中で関係づくり、関係維持、関係の発展

や解消にはどのようなマネジメントが重要なのか、

整理することも本研究の貢献である。土台が理論

的理想と異なる場合、単に組織内部の利害関心に

配慮しているだけでは関係性の構築に十分ではな
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い。関係づくりには、歴史や文化の中で作られた、

これまでの実態を踏まえた活動が必要なのである

が、当該研究でそのパターンを整理することがで

きるだろう。以上の検討を踏まえ、今後研究を進

めていきたい。 
 
【注】 
1）関係性資源については経済的便益に結びつく

ことが実証されており、社会的便益と呼ぶか否か

については議論の余地が残されている点は指摘し

ておく。 
2 ）「 My Football Facts & Stats | Premier 
League | Shirt Sponsors 」 、

http://www.myfootballfacts.com/Premier_Leagu
e_Shirt_Sponsors.html、2016 年 8 月 31 日アク

セス。「J1 全 18 チーム、新ユニフォームの「胸ス

ポ ン サ ー 」 と 「 掲 出 年 数 」 ま と め 」、

https://qoly.jp/2016/02/04/2016-j1-sponsor、2016
年 8 月 31 日アクセス。 
3）両者の関係が経済的な関係性を志向するもの

であるとすれば、親企業がスポンサーシップ契約

料を子会社に支払うことはしないであろう。企業

の利害関心が経済的なもの中心であるとすれば、

親企業にとっては、クラブの経営で収益を上げる

ことが重要となる。クラブの実質的収益性を高め

るには、親企業以外の企業からスポンサーシップ

契約を獲得したほうがよいはずである。親企業が

子会社にスポンサーシップ契約料を支払ったとし

ても、両者がグループ関係であるならば、そのこ

とが実質的にグループ内の収益性に貢献すること

はない。したがって、親企業がクラブと契約して

しまうというのは、単なる経済的な理由でスポン

サーシップ投資をしているのではないと考えられ

る。 
4）より厳密に議論するならば、たとえば Demir 
and Söderman（2015）の 6 タイプのどれに当て

はまるか等の検討がまず必要だろう。 
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